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第３回特殊勤務手当交渉結果報告
熱中症警戒アラート発令下の屋外作業でも「手当を出すほどの困難性はない」（労務課長）

接客対応のみ支給対象に限定するなら、全ての所属の困難な接客対応にも手当を支給すべき
　自治労県職労は9月15日、特殊勤務手当について第3回目の交渉を行いました（裏面に詳細を掲載）。
　当局の主張は、税務手当については県税事務所一丸となって高い収納率を確保している神奈川の実態を見ず、豚熱等に関する手当については、従前予想しえなかった事態に対応しようともせず、猛暑下での業務についてはその困難性を軽視するもので、職員の努力や切実な要求を認めない姿勢は、交渉をまとめる気があるのか大変疑問です。当局は真摯に対応すべきです。

１ 税務手当
（１）確認事項
・今回の当局提案は従来の考え方を否定し、県税事務所等自体の困難性を認めず、直接の県民対応業務のみに対象を狭めたものであると理解してよいか。
当局回答⇒特勤手当は所属毎に異なるのではなく、特殊な業務に従事したときに支給されるのが適切だ。

・当局の考える「賦課徴収事務」は、納税者に対応（対面・電話）するときだけなのか。
当局回答⇒滞納処分や犯則取締りの他、徴収金収納のデスクワーク等、直接県税にかかわる業務に限定する。

・1日に1度だけでも賦課徴収に係る対面、電話対応を行った場合、日額1,250円の対象となるのか。
当局回答⇒1日に1度でも業務を行えば支給対象。

・賦課徴収の常時従事者以外（例えば庶務担当者）でも、賦課徴収に係る事務（接客・電話）を行った場合、日額1,250円の対象となるということか。
当局回答⇒そのとおり。
（２）自治労県職労の反論

・県税事務所は所総体として税収確保に努めており、その困難性は賦課徴収部門だけではない。困難性の強弱によって額は異なるが、賦課徴収部門以外の職員も手当の対象となってきた所以である。当局提案は県税事務所の職員を分断し、税収減をも招きかねない。
・国の税務職俸給表は行政職俸給表（１）より10％高い水準となっており、県においても税務職給料表を作るか、給料月額の10％相当の手当額とすべき。

・「国との均衡」の観点からすれば、県民対応しない日についても、国と同様に手当の対象とすべきである。したがって月額に戻すべきだ。

・県民と直接対応した場合のみが困難性のある業務というならば、税務に限らず全ての職場で困難な県民対応をした場合は、同様の手当を新設し対象とすべきだ。

２．家畜等取扱手当
・県民が動物捕獲等を依頼する窓口は、保健福祉事務所の方が多い。動物愛護センターと同様の業務が行われていることから、同手当の対象所属に保健福祉事務所を加えるべき。

当局回答⇒保福の状況は承知しているが、動物への接触の度合やかかわり方に差異があると認識。意見は承知したので、付け加えることがあれば次回申し上げる。
３．豚熱等に係る殺処分に従事した際の手当の新設
・豚熱等対応は短期間で大量の殺処分・処理を行うもので、これまで措置されていると殺・解体とは業務内容が異なる。「社会情勢の変化」「今日的視点」に該当することから、業務に見合った手当を新設すべきだ。
当局回答⇒他の自治体では手当を加算し、増額していることは承知しているが、改善は困難。
４．猛暑下の屋外作業における手当の新設

・猛暑下での屋外作業について、熱中症アラート「厳重警戒」以上の発令下においてやむなく行う作業を業務の危険性に着目し、特勤手当の対象とすべき。
当局回答⇒熱中症警戒アラート発令下の屋外作業でも、手当化するほどの困難性はないと認識している。


９月１５日の第３回特殊勤務手当交渉内容
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家畜等取扱手当

・「動物愛護センターの職員が行う自動車の運転業務」につ

いて、「委託したため廃止したい」との提案だが、組合が調

べたところ、実際には時間外や休日に依頼があった場合に職

員が運転業務を行っていることが確認できた。したがって手

当の廃止は同意できない。当局においても改めて確認するべ

き。

・また、組合調査の過程で、県民が動物の捕獲を依頼すると

き等の窓口は、実際には保健福祉事務所の方が多く、保健福

祉事務所においても動物愛護センターと同様の運転業務及び

愛護指導業務が行われていることを確認した。したがって、

同手当の対象所属に保健福祉事務所を加えることを求める。

・動物愛護センターにおいて、時間外等で自主運転業務が生

じることは承知している。ただしその場合は、動物愛護指導

業務も同時に行っており、特殊手当が支給されている。自主

運転のみの手当支給の実績がないことから、今回廃止提案を

したもの。

・保健福祉事務所の業務実態については、我々も承知してい

るが、動物愛護センターと保健福祉事務所では動物への接触

の度合やかかわり方に差異があると認識している。意見につ

いては受け止めたので、付け加えることがあれば次回交渉で

申し上げる。

・平成13年の動物保護管理規則の改正により、動物の苦情処理に伴う施設への立入

権限が保健所長に委任され、同等の業務を行っているにもかかわらず、保健福祉事

務所の職員への手当が支給されないのは、公平性確保の観点からもおかしい。速や

かに措置されるべきだ。

水中等作業手当

・水面下４メートルの深所での作業は、将来も含めてないと

言えるのか。きちんと理由を含めて説明すること。

・H26から支給実績はなく、工事の見込みもないため、廃止を

提案。状況の変化があれば改めて話し合う。

・深所作業が完全になくなると言えないのならば、廃止すべきではないのではない

か。

区分 要求した手当 自治労県職労の意見・確認事項 当局の回答 自治労県職労の反論

職業訓練指導員の引

上げ

・当局も確認しているとおり指導の困難性は高まっている。

近年他県は調整数に移行しており、調整数は一時金や退職金

にも反映する。見た目の額だけで比較するのはおかしい。厚

生労働省通知でも国は10％を想定して予算措置している。再

検討を求める。

・教務手当は職に対して支給しているのではなく、従事する

業務の困難性等に対して措置している。手当の水準も他団体

と比較しても低くはない。

・教務課長等の指導業務について、課長職の本来業務と認識

しており、他団体でも手当化している団体はなく、措置は困

難。

・教務課長の業務は、指導員の指導など多岐にわたり、定率で措置されるべき。措

置されている団体もあると聞いているので確認してほしい。

豚熱、鳥インフルエ

ンザ等に係る殺処分

に従事した際の手当

・豚熱等対応は短期間で大量の殺処分・処理を行うもので、

明らかに従前措置されていると殺・解体とは業務内容が異な

る。まして日ごろと殺等の業務にかかわらない職員にとって

は、特殊勤務手当の４要件である「危険」「不快」「不健

康」「困難」のすべての要素が相当程度高い業務である。

・豚熱が発生した団体等で手当を加算し増額していることは

承知している。鳥インフルエンザについても同様。

・しかしながら他団体が加算した後の額と比較しても、本県

の手当額を下回る団体も多く、改善は困難。

・現在の手当は豚熱等が問題になる以前につくられたもの。当局の主張する見直し

の視点「社会情勢の変化」「今日的視点」に該当する。今後豚熱等が発生した場

合、多くの職員の協力を得たいのであれば、業務に見合った手当を新設すべき。再

考を求める。

・他県で加算されているのは、従前の手当とは異なる業務であるとの認識があるか

ら。単に金額の比較で措置できないというのは理由になっていない。

・従来の手当は、豚熱や鳥インフルエンザの対応を想定したものではない。状況の

変化に対応して新たな手当を措置しないと行政が立ち行かなくなる。

火薬類等の災害発生

時における、災害応

急作業等手当

・現在「火薬類取締等業務手当」の対象となっていることは

承知しているが、災害発生時については「災害応急作業等手

当」で措置すべき

・平常時、災害時を問わず、火薬類等の取り扱いに伴う危険

性を評価し手当化しており、見直しは困難。

・火薬類等であっても、平常時と災害時の立入検査には危険度が異なり、区分けす

る合理性があるのではないか。

猛暑下の屋外作業に

おける手当

・近年は猛暑・酷暑が続いている。この傾向は今後も変わら

ないと多くの識者が発言している。土木事務所をはじめ多く

の職員が猛暑下でも働いている。「今日的視点」で手当を創

設すべきだ。

・猛暑下での屋外作業については、こまめな水分補給や休憩

等の注意喚起を行っている。

・熱中症警戒アラート発令下の屋外作業であっても、手当化

するほどの困難性はないと認識。他団体との均衡の観点から

手当化は困難。

・熱中症アラートが発令されている中での屋外作業（冷房のない屋内作業も同様）

は危険な作業という認識はないのか。認識があれば手当対象とすべきだ。

・特殊勤務手当の要件に該当する困難性があるにもかかわらず、「手当化するほど

ではない」との根拠が不明だ。当局の根拠のない勝手な解釈ではなく、客観的な基

準に基づいて判断すべきことだ。

オンコール手当

・「指揮監督下にない待機」というが、業務命令を出せば済

む話だ。緊急時に備えて様々な職場で職員が「自発的に」当

番を決めて対応している。いつまで職員の善意にタダ乗りす

るのか。見合った手当を支給すべきだ。

・災害対策本部の緊急参集時の服務については、R2に県労連

で合意したもの。自宅出発時に被害状況を確認するなどの具

体的な業務命令が出ている場合は勤務時間となるが、そうで

はない場合の移動時は勤務時間と言えない。具体的指示が出

ていない状況では支給対象にはできない。

・近年は災害が日常化しており、きちんと業務に位置付けるべき。職員の負担感も

増加している。現在でも移動中に漫然と出勤している職員はいない。社会情勢の変

化という意味でも手当化すべき。

自主運転に係る手当

・近年は免許を取らない人が増えているのが社会情勢の変化

だ。免許を持っている職員がやむなく、本来業務とは別に運

転もしている。事故や違反のリスクを負っている。当局の主

張する「公平性」の観点からも手当を支給すべきだ。

・運転する職員としない職員の間で負担の差が生じているこ

とは理解するが、運転自体に特殊勤務手当の支給要件がある

とはみなせず、説明責任を果たすことは難しい。

・かつての免許の取得率が高い時代とは明らかに変化しており、特定の職員に負担

が偏る状況は是正されるべきだ。

自治労

県職労

要求

（１）当局提案に対するやり取り

廃止

減額

（２）自治労県職労要求項目に対するやり取り

・従来税務手当は、税の賦課徴収に係る県税事務所等の困難

性に着目して支給されており、職位や困難性の強弱によって

額を決めてきたが、今回の当局提案は従来の考え方を否定

し、県税事務所等自体の困難性を認めず、直接の県民対応業

務のみに対象を狭めたものであると理解してよいか。

・当局の考える「賦課徴収事務」とは、納税者に対応すると

きだけなのか。



・1日に1度だけでも賦課徴収に係る対面、電話対応を行った

場合、日額1,250円の対象となるのか。

・賦課徴収の常時従事者以外（例えば庶務担当者）でも、賦

課徴収に係る事務（接客・電話）を行った場合、日額1,250円

の対象となるということか。

・税務指導課が対象から外れているのは、現在対象業務を

行っておらず、将来的にも行う可能性がいないからというこ

とでよいか。

・他の自治体の多くが納税義務者と直接賦課徴収の折衝等に

税務手当の支給対象を限定している。特殊勤務手当は所属に

よって異なるということではなく、特殊な業務に従事したと

きに支給されるのが適切と考える。



・県税の賦課徴収業務に従事したときに、納税者との折衝の

緊張感等に着目した手当であり、困難性が認められた場合の

み支給されるもの。滞納処分や犯則取締りの他、徴収金収納

等のデスクワーク等の直接県税にかかわる業務に支給対象に

限定し、困難性に応じ支給額を分ける。

・1日に1度でも業務を行えば支給対象となる。



・仮に庶務対象者が賦課徴収業務を行った場合は支給対象と

する。



・税務指導課職員は、従前、市町村へ短期派遣で県民税の滞

納処分に従事したときに支給してきたが、R3に終了してお

り、支給対象としていない。



・税務手当については特勤交渉のたびに理屈をつけて切り縮めている。今後も交渉

のたびに切り縮め、最終的に廃止しようとしているのではないか。税務職場の困難

性を認識していないのではないか。

・県税事務所は所総体として税収確保に努めており、その困難性は賦課徴収部門だ

けではない。困難性の強弱によって額は異なるが、賦課徴収部門以外の職員も手当

の対象となってきた所以である。当局提案は県税事務所の職員を分断し、一体感を

破壊し、その結果として税収減をも招きかねない。

・当局は安易に支給方法のみを比較しているが、県税事務所等の困難性を認めてい

る神奈川県の県税の収納率は高い。そうしたことも含めて他県比較をすべきだ。

・また国の税務職俸給表の適用範囲は、「国税庁に勤務し、租税の賦課及び徴収に

関する事務等に従事する職員」となっている。俸給表の適用であるから当然年休日

や納税者と対応しない日も俸給表から外れることはない。管理部門の職員も税務職

給料表対象であると聞いている。こうした国との均衡については、どのように考え

ているのか。

・そもそも税務職俸給表は行政職俸給表（１）より10％高い水準となっており、県

においても税務職給料表を作るか、給料月額の10％相当の手当額とすべきである。

・「国との均衡」の観点からすれば、県民対応しない日についても、国と同様に手

当の対象とすべきである。したがって月額に戻すべき。

・県民と直接対応した場合のみが困難性のある業務だという考え方を取るのであれ

ば、税務に限らず、全ての職場で困難な県民対応をした場合は、税務手当と同様の

税務手当


次回の交渉は10月初めの予定です








